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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第29期 

第１四半期 
累計期間 

会計期間 
自2022年１月１日 
至2022年３月31日 

売上高 （千円） 1,757,113 

経常利益 （千円） 413,833 

四半期純利益 （千円） 273,154 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － 

資本金 （千円） 100,000 

発行済株式総数 （株） 26,700 

純資産額 （千円） 1,889,439 

総資産額 （千円） 2,972,688 

１株当たり四半期純利益 （円） 51.15 

潜在株式調整後１株当たり四半期
純利益 

（円） － 

１株当たり配当額 （円） － 

自己資本比率 （％） 63.5 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。 

４．当社は、2022年５月19日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。第29期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算出しております。 
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２【事業の内容】 

 当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 
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第２【事業の状況】 

１【事業等のリスク】 

 該当事項はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

(1）財政状態の状況 

（資産） 

当第１四半期会計期間末の資産合計は前事業年度末に比べ380,442千円増加し、2,972,688千円となりました。こ

れは主に、受取手形及び売掛金が349,988千円、商品が208,904千円増加したものの、現金及び預金が334,122千円

減少したことによるものであります。 

 

（負債） 

当第１四半期会計期間末の負債合計は前事業年度末に比べ119,470千円増加し、1,083,248千円となりました。こ

れは主に、買掛金が271,731千円、未払法人税等が117,573千円、契約負債が201,708千円、返金負債が79,219千円

増加したものの、前受金が543,166千円減少したことによるものであります。 

 

（純資産） 

当第１四半期会計期間末の純資産合計は前事業年度末に比べ260,971千円増加し、1,889,439千円となりました。

これは主に、利益剰余金が増加したことによるものであります。 

 

(2）経営成績の状況 

当第１四半期累計期間における我が国経済は、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響を受けているものの、

ワクチン接種率の上昇による新規感染者数の減少及び感染予防策を講じた外出規制の緩和に伴い、緩やかな回復傾

向にありましたが、2022年１月にオミクロン株の拡大によるまん延防止措置の適用により、依然として先行きは不

透明な状況が続いております。 

当社の属する衣料品販売業界においても、外出自粛の緩和、一部店舗を除く営業時間短縮の解除の一方で、イン

バウンド客数の継続的な減少、収入不安による節約志向の高まりから慎重な購買行動が続いている状況にありま

す。 

このような環境の中、当社グループはオンライン事業を主として、国内外における販売強化に努めてまいりまし

た。 

当第１四半期累計期間における売上高は1,757,113千円、営業利益は413,833千円、経常利益は415,619千円、四

半期純利益は273,154千円となりました。 

なお、当社は衣料品等の企画販売事業の単一セグメントであるため、セグメント毎の記載はしておりません。 

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた過程の記載について重要な変更はありま

せん。 

 

(4）経営方針・経営戦略等 

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。 
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(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。 

 

(6）研究開発活動 

該当事項はありません。 

 

(7）経営成績に重要な影響を与える要因 

当社グループの将来の財政状態及び経営成績に重要な影響を与えるリスク要因は、新規上場申請のための有価証

券報告書（Ⅰの部）の「２ 事業等のリスク」に記載した内容について重要な変更はありません。 

 

(8）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

これまでの当社の運転資金需要の主なものは、商品仕入れのほか、販売費及び一般管理費等の営業費用によるも

のです。投資を目的とした資金需要は、主として国内出店・改装等の設備投資によるものです。 

当社の運転資金及び出店資金については内部留保で賄っておりますが、外部からの資金調達が必要である場合に

は銀行借入による調達を行う方針です。 

今後は国内出店・改装以外にも国内店舗・自社ECにおけるデジタル化、ICT化の推進、基幹システム整備、物流

倉庫の自動化等を目的に設備投資を計画しておりますが、資本と有利子負債の 適配分を見極め、投下資本の効率

的な活用を主眼とした事業運営を行ってまいります。 

 

 

３【経営上の重要な契約等】 

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（１）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 106,800 

計 106,800 

（注）2022年４月14日開催の取締役会決議により、2022年５月19日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行

可能株式総数は21,253,200株増加し、21,360,000株となっております。 

 

②【発行済株式】 

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（2022年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2022年９月５日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 26,700 26,700 非上場 

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式であ
ります。 

計 26,700 26,700 － － 

（注）１．2022年４月14日開催の取締役会決議により、2022年５月19日付で１株を200株に株式分割いたしまし

た。これにより株式数は、5,313,300株増加し、発行済株式総数は5,340,000株となっております。 

２．2022年５月19日開催の取締役会決議により、2022年５月19日付で１単元を100株とする単元株制度を

採用しております。 

 

（２）【新株予約権等の状況】 

①【ストックオプション制度の内容】 

第４回新株予約権 

決議年月日 2022年２月８日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社新株予約権の受託者（注）１ 

新株予約権の数（個） 1,068（注）３ 

新株予約権の目的となる株式の種類、 

内容及び数（株）※ 
普通株式 1,068 ［213,600］（注）３、７ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 386,154 ［1,931］（注）４、７ 

新株予約権の行使期間 ※ 2022年２月11日から2032年２月10日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）※ 

発行価格  386,854 ［1,934.5］ 

資本組入額 193,427 ［ 967.25］(注)７ 

新株予約権の行使の条件 ※ （注）５ 

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要する

ものとする。 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付 

に関する事項 ※ 
（注）６ 

※ 新株予約権証券の発行時（2022年２月10日）現在における内容を記載しております。なお、発行日から提出

日の前月末（2022年８月31日）現在にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容

を［ ］内に記載しており、その他の事項については発行日における内容から変更はありません。 

（注）１．本新株予約権は、コタエル信託株式会社を受託者とする信託に割り当てられ、信託期間満了日時点の

当社役職員等のうち受益者として指定された者に交付されます。 

２．本新株予約権は、新株予約権１個につき700円で有償発行しております。 

３．新株予約権１個につき普通株式１株であります。 

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整します。
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但し、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株

式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、又は当社が新設

分割若しくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

４．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調

整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

                  １ 

調整後行使価額＝調整前行使価額     ×  

分割（または併合）の比率 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自

己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換

及び株式交付による自己株式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整に

よる１円未満の端数は切り上げます。 

 

            既発行   新規発行株式数×１株当たり払込金額 

            株式数 ＋ ―――――――――――――――――― 

調整後   調整前             新規発行前の１株あたり株価 

行使価額＝ 行使価額 ×―――――――――――――――――――――――― 

                  既発行株式数＋新規発行株式数 

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通

株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合

には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。 

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合そ

の他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とするときには、当社は、合理的な範囲で適切に行

使価額の調整を行うことができるものとします。 

５．新株予約権の行使の条件に関する事項は次のとおりであります。 

①本新株予約権者は2022年12月期及び2023年12月期において、当社の損益計算書（連結損益計算書を

作成している場合は連結損益計算書。以下同じ。）に記載された売上高及び営業利益が、両事業年

度共に前事業年度の売上高及び営業利益を超過した場合に限り、本新株予約権を行使することがで

きるものとします。なお、上記における売上高及び営業利益の判定に際しては、適用される会計基

準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の損益計算書に記載さ

れた実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範

囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものと

します。また、当該損益計算書に本新株予約権に係る株式報酬費用が計上されている場合において

は、これによる影響を排除した株式報酬費用控除前の営業利益をもって判定するものとします。 

②上記①にかかわらず、本新株予約権者は、本新株予約権の割当日から行使期間の満了日までにおい

て次に掲げる事由のいずれかが生じたときには、残存するすべての本新株予約権を行使することが

できないものとします。 

（a）386,154円（ただし、上記（注）２において定められた行使価額同様に適切に調整されるもの

とする。）を下回る価格を対価とする当社普通株式の発行等が行われたとき（ただし、払込

金額が会社法第199条第３項・同第200条第２項に定める「特に有利な金額である場合」に該

当するとき及び普通株式の株価とは異なると認められる価格であるとき並びに当該株式の発

行等が株主割当てによるときを除く。）。 

（b）386,154円（ただし、上記（注）２において定められた行使価額同様に適切に調整されるもの

とする。）を下回る価格を行使価額とする新株予約権の発行が行われたとき（ただし、当該

行使価額が当該新株予約権の発行時点における当社普通株式の株価と異なる価格に設定され

て発行されたときを除く。）。 

（c）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれの金融商品取引所にも上場され

ていない場合、386,154円（ただし、上記（注）２において定められた行使価額同様に適切に

調整されるものとする。）を下回る価格を対価とする売買その他の取引が行われたとき（た

だし、当該取引時点における株価よりも著しく低いと認められる価格で取引が行われたとき
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を除く。）。 

（d）本新株予約権の目的である当社普通株式が日本国内のいずれかの金融商品取引所に上場され

た場合、上場日以降、当該金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値が386,154

円（ただし、上記（注）２において定められた行使価額同様に適切に調整されるものとす

る。）を下回る価格となったとき。 

③本新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時において、当社または当社の子会社もしくは関連

会社の取締役、監査役、従業員もしくは顧問、業務委託契約先等の社外協力者であることを要す

るものとします。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由があると取締役会が

認めた場合は、この限りではありません。 

④本新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めないものとします。 

⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超

過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできないものとします。 

⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできないものとします。 

⑦本新株予約権者が、１個または複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行為により当該権利

者に対して交付される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨

て、株式は割りあてられないものとし、かかる端数の切り捨てについて金銭による調整はおこな

わないものとします。 

６．当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限ります。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株

式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力

発生日において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」といいます。）の新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。こ

の場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとし

ます。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合

併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るも

のとします。 

①交付する再編対象会社の新株予約権の数 

組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新株予約権の新株予約権者が保有する新株予

約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とします。 

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記(注）２に準じて決定します。 

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の

うえ、定められた行使価額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定される当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。 

⑤新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予約

権の行使期間の満了日までとします。 

⑥新株予約権の行使の条件 

本新株予約権の行使の条件に準じて決定します。 

⑦増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額に準じて決定しま

す。 

⑧譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとします。 

⑨新株予約権の取得事由 

本新株予約権の会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件に準じて決定しま

す。 

７．2022年４月14日開催の取締役会決議により、2022年５月19日付で普通株式１株につき200株の割合で

株式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数」、「新

株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格
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及び資本組入額」が調整されております。 

８．当社の代表取締役社長である松村智明は、現在及び将来の当社又は当社子会社並びに関連会社の取締

役、監査役、従業員もしくは顧問、業務委託契約先等の社外協力者(以下「役職員等」という。)向け

のインセンティブ・プランを導入することを目的として、2022年２月８日開催の臨時株主総会決議に

基づき、2022年２月９日付でコタエル信託株式会社を受託者として「時価発行新株予約権信託®」(以

下「本信託(第４回新株予約権)」という。)を設定しており、当社は本信託(第４回新株予約権)の受

託者に対して、会社法に基づき2022年２月10日に第４回新株予約権(2022年２月８日臨時株主総会決

議)を発行しております。本信託(第４回新株予約権)は、当社の役職員等に対して、将来の功績に応

じて、コタエル信託株式会社に付与した第４回新株予約権1,068個(１個当たり 近事業年度の末日は

１株相当、提出日の前月末現在は200株相当)を段階的に分配するものです。既存の新株予約権を用い

たインセンティブ・プランと異なり、当社の役職員等に対して、将来に実施されるパフォーマンス評

価を基に将来時点でインセンティブの分配の可否及び多寡を決定することを可能とし、より一層個人

の努力に報いることができるようにするとともに、将来採用された当社の役職員等に対しても、新株

予約権の分配を可能とするものです。第４回新株予約権の分配を受けた者は、当該第４回新株予約権

の発行要項及び取扱いに関する契約の内容に従って、当該新株予約権を行使することができます。本

信託(第４回新株予約権)の概要は以下のとおりです。 

 

信託の名称 時価発行新株予約権信託® 

委託者 松村智明 

受託者 コタエル信託株式会社 

受益者 

当社により信託期間満了日に役職員等の中から受益者として指定された者が受益
者となります。なお、委託者及びその親族は対象外となります。 
当社は、別途定める交付ガイドラインに従い、役職員等の中から受益者指定日ご
とに受益者を指定します。 

信託契約日 2022年２月９日 

信託の種類と新株予約権数 第４回新株予約権 1,068個 

信託期間満了日 

受益者指定権が行使された日。なお、2022年６月末を始めとする毎年６月末及び
12月末に受益者指定日が到来する予定ですが、半年おきもしくは１年おきに役職
員等を受益者として受益者指定権を行使する予定です。ただし、ロックアップ期
間中は当社役職員等を受益者として指定できません。 

信託の目的 
本信託(第４回新株予約権)は、当社の現在及び将来の役職員等のうち、当社の企
業価値向上に持続的かつ精力的に貢献する意思と能力を備えた者に対して、第４
回新株予約権を交付することを目的としております。 

分配のための基準 

当社の定める交付ガイドラインでは、当社の代表取締役社長である松村智明を除
く取締役によって構成され、社外役員が過半数を占める評価委員会が、当社の持
続的成長と中長期的な企業価値の向上のために著しい貢献を期待できる役職員等
を選出し、当該役職員等の対象アクションを踏まえた今後の貢献期待度に応じ
て、定められた頻度で当社の役職員等の評価を行い、ポイントを仮に付与してい
くものとされております。そして、評価委員会は、信託期間中に評価委員会に
よって当社役職員等に対して仮に付与されることとなったポイント数を参考に、

終的に受益者及びその者に交付すべき新株予約権の個数を決定、本受託者に通
知することとされ、これにより、交付日に本受託者から受益者に対して本新株予
約権が交付されることになります。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

2022年１月１日～ 
2022年３月31日 

－ 26,700 － 100,000 － － 

 

（５）【大株主の状況】 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（６）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 2022年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,700 26,700 
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 26,700 － － 

総株主の議決権 － 26,700 － 

（注）１．2022年５月19日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っておりますが、上記株式数及び議決

権の数については、当該株式分割前の数値を記載しております。 

２．2022年５月19日開催の取締役会決議により、2022年５月19日付で１単元を100株とする単元株制度を

採用しております。 

 

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。 
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２【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】 

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）及び第１四半期累計期

間（2022年１月１日から2022年３月31日まで）に係る四半期財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四

半期レビューを受けております。 
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１【四半期財務諸表】 

（１）【四半期貸借対照表】 

 （単位：千円）

 
当第１四半期会計期間 
（2022年３月31日） 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 1,242,311 

受取手形及び売掛金 713,906 

商品 397,797 

その他 136,619 

貸倒引当金 △325 

流動資産合計 2,490,309 

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物（純額） 137,514 

工具、器具及び備品（純額） 9,892 

有形固定資産合計 147,406 

無形固定資産  

ソフトウエア 14,532 

無形固定資産合計 14,532 

投資その他の資産  

敷金及び保証金 105,071 

繰延税金資産 109,833 

その他 105,535 

投資その他の資産合計 320,440 

固定資産合計 482,379 

資産合計 2,972,688 

 

  



13 

 

 

 （単位：千円）

 
当第１四半期会計期間 
（2022年３月31日） 

負債の部  

流動負債  

買掛金 384,918 

契約負債 201,708 

返金負債 79,219 

未払法人税等 177,115 

賞与引当金 9,807 

資産除去債務 4,793 

その他 165,613 

流動負債合計 1,023,176 

固定負債  

資産除去債務 53,726 

その他 6,345 

固定負債合計 60,071 

負債合計 1,083,248 

純資産の部  

株主資本  

資本金 100,000 

資本剰余金 820,327 

利益剰余金 968,365 

株主資本合計 1,888,692 

新株予約権 747 

純資産合計 1,889,439 

負債純資産合計 2,972,688 
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（２）【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

 （単位：千円）

 
当第１四半期累計期間 
（自 2022年１月１日 
至 2022年３月31日） 

売上高 1,757,113 

売上原価 902,293 

売上総利益 854,819 

販売費及び一般管理費 440,986 

営業利益 413,833 

営業外収益  

受取利息 6 

補助金収入 1,832 

その他 160 

営業外収益合計 2,000 

営業外費用  

為替差損 176 

その他 37 

営業外費用合計 214 

経常利益 415,619 

税引前四半期純利益 415,619 

法人税、住民税及び事業税 179,297 

法人税等調整額 △36,832 

法人税等合計 142,464 

四半期純利益 273,154 
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【注記事項】 

（会計方針の変更等） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、主に以下の変

更を行っております。 

自社ポイントについて、従来は、将来にポイントとの交換に要すると見込まれる費用をポイント引当金として計

上し、ポイント引当金繰入額を販売費及び一般管理費として計上する方法によっておりましたが、当該ポイントが

重要な権利を顧客に提供する場合、履行義務として識別し、収益の計上を繰り延べる方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は23,597千円減少し、販売費及び一般管理費は21,891千円減少し、営

業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益はそれぞれ1,706千円減少しております。また、利益剰余金の当期

首残高は12,930千円減少しております。 

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動負債」に表示していた「前受金」

の全額及び「その他」に含めて表示していた金額のうち一部を、当第１四半期会計期間より、「契約負債」に含め

て表示しております。また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に含めて表示していた

金額のうち一部を、当第１四半期会計期間より、「返金負債」として独立掲記しております。なお、収益認識会計

基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法の組替えを行っておりませ

ん。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会

計基準第10号 2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来に渡って適用することといたしました。 

これによる、四半期財務諸表への影響はありません。 

 

（追加情報） 

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて） 

前事業年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定について重要な変更はあ

りません。 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
当第１四半期累計期間 
（自2022年１月１日 
至2022年３月31日） 

減価償却費 7,573千円 

 

（株主資本等関係） 

当第１四半期累計期間（自2022年１月１日 至2022年３月31日） 

１．配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

２．基準日が第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの 

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第１四半期累計期間（自2022年１月１日 至2022年３月31日） 

当社は、衣料品等の企画販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当第１四半期累計期間（自2022年１月１日 至2022年３月31日） 

 
金額（千円） 

国内リテール 345,815 

国内EC 264,555 

海外EC 23,671 

海外卸 929,002 

国内卸 192,609 

その他 1,459 

顧客との契約から生じる収益 1,757,113 

その他の収益 － 

外部顧客への売上高 1,757,113 

 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当第１四半期累計期間 
（自2022年１月１日 
至2022年３月31日） 

１株当たり四半期純利益 51円15銭 

（算定上の基礎）  

四半期純利益（千円） 273,154 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る四半期純利益（千円） 273,154 

普通株式の期中平均株式数（株） 5,340,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要 

－ 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場である

ため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

２．当社は、2022年５月19日付けで普通株式１株につき普通株式200株の割合で株式分割を行っております。当

事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。 
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（重要な後発事象） 

（株式分割、単元株制度の採用） 

当社は、2022年４月14日開催の取締役会決議により、2022年５月19日付で株式分割を行っております。 

上記株式分割に伴い、同日付で定款の一部を変更し、単元株制度を採用しております。 

 

１．株式分割、単元株制度の採用の目的 

当社株式の流動性向上と投資家層拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、単元株式数

（売買単位）を100株に統一することを目標とする全国証券取引所の「売買単位の集約に向けた行動計画」を

考慮し、１単元を100株とする単元株制度を採用いたしました。 

 

２．株式分割の概要 

（1）分割方法 

2022年５月19日を基準日として、同日 終の株主名簿に記載または記録された株主の所有株式を、普通

株式１株につき200株の割合をもって分割いたしました。 

（2）分割方法 

株式分割前の発行済株式総数       26,700株 

今回の分割により増加する株式数   5,313,300株 

株式分割後の発行済株式総数     5,340,000株 

株式分割後の発行可能株式総数    21,360,000株 

（3）株式分割の効力発生日 

2022年５月19日 

（4）１株当たり情報に及ぼす影響 

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当事業年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これに

よる影響については、当該箇所に記載しております。 

 

３．単元株制度の採用 

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。 

 

２【その他】 

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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